
令和3年度
【事後評価】

会計 款

目的

対象

成果指標

活動指標

項

意図

目 事業コード 事業名

事業
概要

市民参画の
有無

市民協働の形態 共催 後援・協賛

児童生徒及び教員

児童生徒の学力向上を図るため、きめ細かな指導の充実と教師の資質向上に資する事業を行う。

少人数指導を受ける学級数

事務事業評価シート
成果指標の達成度の要因分析（成果指標を設定しない場合は、その理由を記載）

公共関与の妥当性

成果の向上余地

事業費・人件費の削減余地

受益と負担の適正化余地

目
的
妥
当
性

有
効
性

効
率
性

公
平
性

総
合
評
価

今
年
度
の
振
り
返
り

次
年
度
に
向
け
て

総合
計画

分野 政策

施策

実行委員会・協議会 補助・助成 委託事業協力・協定
単位

計画

R03R02 R04

事務事業評価シート学力向上推進事業費

区分

実績

実績

計画

実績

計画

実績

目標

実績

目標

実績

目標

区分単位

1

2

3

1

2

3

成果指標の達成度 目標値より高い 概ね目標値どおり 目標値より低い

01 10 01 03 104060 学力向上推進事業費

人づくり 学校教育の充実

学力・体力の向上

児童生徒に基礎的・基本的な知識及び技能を確実に修得させる。
教師に指導力・授業力を身につけさせる。

○学力向上支援員・はなまき授業サポーター・中学サポーター 15,119千円
学力調査等の結果を分析、学力向上の取組を支援する支援員、児童生徒の学力向上のためのサポーター

の配置
○ＩＣＴ支援員の配置 4,777千円
ＧＩＧＡスクール構想に伴い、ＩＣＴ活用を推進する支援員の配置

○学習定着教材、到達度学力検査、知能検査 4,391千円
教材「Ｇアップシート」の作成配布、到達度学力検査の実施、知能検査の実施

○漢字能力検定料助成 2,458千円
小学5・6年生を対象に検定料を全額助成

対象外

03 02

01

R02 R03 R04

学級
50.00 50.00

63.0062.00

1,450.001,600.00

1,054.001,538.00

漢字検定受検人数
人

岩手県学習定着度状況調査の到達度（中学校）
％

岩手県学習定着度状況調査の到達度（小学校）
％

65.00

55.00

65.00

54.30

55.00

56.40

○

学級が落ち着かない学習環境の影響や長時間のスマホ・ゲームの使用等により、小学生の学力が低下傾向にある
。

○ 妥当である
見直し余地がある
妥当でない

向上余地がある○
向上余地がない

事業費の削減余地がある
人件費の削減余地がある

○ どちらも削減余地がない

受益機会の見直し余地がある
費用負担の見直し余地がある

○ 適正である

教育課題の一つである学力向上のために実施する事業であり、公共関与は
妥当である。

漢字検定料を助成することにより、小学生の漢字学習に取り組む動機付け
となり、文章を読む・書く力を身につけることにつながる。

学力向上推進のための支援員、サポーターの人件費及び教材費等であり、
削減の余地はない。

国・県による少人数指導加配と組み合わせて適正な配置を行っている。

学力向上支援員による学力調査結果の詳細な分析に基づき、授業力向上のための助言や指導を実施すると
ともに、はなまき授業サポーターや中学サポーターを配置して少人数指導を充実したことで、基礎学力の
向上が図られた。

児童生徒の学習の定着を図るため、引き続き学力向上支援員、はなまき授業サポーター及び中学サポータ
ーを配置する必要がある。



令和3年度
【事後評価】

会計 款

目的

対象

成果指標

活動指標

項

意図

目 事業コード 事業名

事業
概要

市民参画の
有無

市民協働の形態 共催 後援・協賛

複式学級に在籍する児童

複式学級に在籍する児童に、発達段階に応じた学びの場を提供するため、集団で行う交流学習を体験させ
る。

交流回数（笹間地区）

事務事業評価シート
成果指標の達成度の要因分析（成果指標を設定しない場合は、その理由を記載）

公共関与の妥当性

成果の向上余地

事業費・人件費の削減余地

受益と負担の適正化余地

目
的
妥
当
性

有
効
性

効
率
性

公
平
性

総
合
評
価

今
年
度
の
振
り
返
り

次
年
度
に
向
け
て

総合
計画

分野 政策

施策

実行委員会・協議会 補助・助成 委託事業協力・協定
単位

計画

R03R02 R04

事務事業評価シートまなび交流学習事業費

区分

実績

実績

計画

実績

計画

実績

目標

実績

目標

実績

目標

区分単位

1

2

3

1

2

3

成果指標の達成度 目標値より高い 概ね目標値どおり 目標値より低い

01 10 01 03 104100 まなび交流学習事業費

人づくり 学校教育の充実

学力・体力の向上

発達段階に応じた学びの場の提供

○まなび交流学習 3千円
小規模校と中規模校間で、音楽、体育、総合的な学習の時間等で行う交流学習を支援

対象外

03 02

01

R02 R03 R04

回
4.00 4.00

4.005.00

授業を受けてよかったと考えた児童の割合
％

96.50

92.60

96.50

92.40

○

児童は、複数の子どもたちと集団で学ぶことを楽しいと感じている。

○ 妥当である
見直し余地がある
妥当でない

向上余地がある○
向上余地がない

○ 事業費の削減余地がある
人件費の削減余地がある
どちらも削減余地がない

受益機会の見直し余地がある
費用負担の見直し余地がある

○ 適正である

複式学級に在籍する児童に、学校規模に関わらず、発達段階に応じた学び
の場を提供することを目的としており、公共関与は妥当である。

校内事情を鑑みながら進めていくため、年々調整が図られ向上の余地があ
る。

事業費の大部分は、児童の移動に係る交通費であり、移動手段の工夫によ
り削減の余地がある。

複式学級に在籍する児童に発達段階に応じた学びの場を提供することを目
的とした事業であるため、受益者負担は適正である。

小規模校では体験できない集団活動（特に体育や音楽の合唱、総合的な学習や外国語活動の授業における
グループ活動等）を通して、児童が互いに刺激を受けて学び合う様子が見られた。

授業を受けた9割以上の児童が楽しかったと感じており、複式学級に在籍する児童に発達段階に応じた学
びの場を提供する本事業は、今後も継続する必要がある。



令和3年度
【事後評価】

会計 款

目的

対象

成果指標

活動指標

項

意図

目 事業コード 事業名

事業
概要

市民参画の
有無

市民協働の形態 共催 後援・協賛

児童生徒

児童生徒の基礎体力の向上を図るため、実践校を指定し、その取組を支援する。

実践校の指定

事務事業評価シート
成果指標の達成度の要因分析（成果指標を設定しない場合は、その理由を記載）

公共関与の妥当性

成果の向上余地

事業費・人件費の削減余地

受益と負担の適正化余地

目
的
妥
当
性

有
効
性

効
率
性

公
平
性

総
合
評
価

今
年
度
の
振
り
返
り

次
年
度
に
向
け
て

総合
計画

分野 政策

施策

実行委員会・協議会 補助・助成 委託事業協力・協定
単位

計画

R03R02 R04

事務事業評価シート体力向上実践推進事業費

区分

実績

実績

計画

実績

計画

実績

目標

実績

目標

実績

目標

区分単位

1

2

3

1

2

3

成果指標の達成度 目標値より高い 概ね目標値どおり 目標値より低い

01 10 01 03 104140 体力向上実践推進事業費

人づくり 学校教育の充実

学力・体力の向上

基礎体力の向上を図る。

○体力向上の取組を支援 106千円
実践校を指定し、各校の特色を生かした基礎体力向上のための取組を支援

対象外

03 02

01

R02 R03 R04

校
3.00 3.00

3.003.00

自校で設定した目標値を達成した実践校
校

3.00

3.00

3.00

3.00

○

新型コロナウイルス感染症の影響により活動が制限される中、各校においては、感染症対策を講じながら自校児
童の現状と課題を踏まえた各種取組を実施することができた。

○ 妥当である
見直し余地がある
妥当でない

向上余地がある○
向上余地がない

○ 事業費の削減余地がある
人件費の削減余地がある
どちらも削減余地がない

受益機会の見直し余地がある
費用負担の見直し余地がある

○ 適正である

児童生徒の基礎的な体力向上を図るための事業であり、公共の関与は妥当
である。

実践校の実情を踏まえて重点的に取り組む内容を選択しているため、成果
の向上が見込まれる。

実践校の取組の汎用性を高めることで、事業費の削減が図られる可能性が
ある。

児童生徒の更なる体力向上を目指した活動を支援するものであり、公費負
担は適正である。

児童生徒が成長する過程で、いかなる競技種目を選択しても有益な成果が期待できる、基礎的な体力向上
を目指すことができた。

児童生徒が生涯を健康に暮らすためには、幼少期から体を動かす習慣を身に付ける取組が必要である。ま
た、学校全体で基礎体力の向上に取り組む本事業は、体を動かすことがあまり好きではない児童生徒にも
良い影響を与えていることから、引き続き実施する必要がある。



令和3年度
【事後評価】

会計 款

目的

対象

成果指標

活動指標

項

意図

目 事業コード 事業名

事業
概要

市民参画の
有無

市民協働の形態 共催 後援・協賛

市内小学校の児童

外国語を学ぶ素地や国際理解力を養うため、外国語指導助手（ＡＬＴ）を派遣して外国語学習、異文化に
触れる授業を行う。

ALT派遣学校数

事務事業評価シート
成果指標の達成度の要因分析（成果指標を設定しない場合は、その理由を記載）

公共関与の妥当性

成果の向上余地

事業費・人件費の削減余地

受益と負担の適正化余地

目
的
妥
当
性

有
効
性

効
率
性

公
平
性

総
合
評
価

今
年
度
の
振
り
返
り

次
年
度
に
向
け
て

総合
計画

分野 政策

施策

実行委員会・協議会 補助・助成 委託事業協力・協定
単位

計画

R03R02 R04

事務事業評価シート小学校外国語教育推進事業費

区分

実績

実績

計画

実績

計画

実績

目標

実績

目標

実績

目標

区分単位

1

2

3

1

2

3

成果指標の達成度 目標値より高い 概ね目標値どおり 目標値より低い

01 10 02 02 104230 小学校外国語教育推進事業費

人づくり 学校教育の充実

学力・体力の向上

外国語学習に対する興味・関心が高まる。

○小学生外国語教育推進 27,732千円
各小学校に外国語指導助手（ＡＬＴ）を派遣

○外国語教育支援員の配置 2,663千円
市内小学校を巡回して教員への指導と助言

対象外

03 02

01

R02 R03 R04

校
19.00 17.00

17.0019.00

6.006.00

6.006.00

500.00500.00

607.00538.00

ALT派遣人数
人

外国語教育支援員の授業訪問
回

外国語の授業が好きと答えた児童の割合（小学校）
％

88.00

64.00

88.00

66.00

○

ＡＬＴの派遣やタブレットの活用等により児童の学習意欲の向上を図っているが、小学5・6年生における教科化
が影響している。

○ 妥当である
見直し余地がある
妥当でない

向上余地がある○
向上余地がない

事業費の削減余地がある
人件費の削減余地がある

○ どちらも削減余地がない

受益機会の見直し余地がある
費用負担の見直し余地がある

○ 適正である

小学校の外国語授業に関する経費負担であり、公共関与は妥当である。

外国語指導助手（ＡＬＴ）による生の外国語を体験することは、児童の外
国語習得意欲・関心を高めるほか、外国語特有の発音の聞き取り能力、発
音能力を習得するために有効とされている。

外国語指導助手（ＡＬＴ）については、市内全ての小学校において外国語
授業を行う上で必要な人数を派遣しており、事業費の削減余地はない。

市内全ての児童を対象とした事業であり、公費負担は適正である。

各小学校に外国語指導助手（ＡＬＴ）を派遣し、ネイティブスピーカーと接することにより、外国語学習
に対する興味・関心を高めた。

新学習指導要領完全実施3年目を迎え、指導と評価の一体化を目指した授業のあり方について、各校のニ
ーズを捉えながら充実を図る。



令和3年度
【事後評価】

会計 款

目的

対象

成果指標

活動指標

項

意図

目 事業コード 事業名

事業
概要

市民参画の
有無

市民協働の形態 共催 後援・協賛

市内中学校の生徒

生徒の語学力の向上のため、外国語指導助手（ＡＬＴ）を派遣して授業を行うほか、英語検定の検定料を
助成する。

ALT派遣学校数

事務事業評価シート
成果指標の達成度の要因分析（成果指標を設定しない場合は、その理由を記載）

公共関与の妥当性

成果の向上余地

事業費・人件費の削減余地

受益と負担の適正化余地

目
的
妥
当
性

有
効
性

効
率
性

公
平
性

総
合
評
価

今
年
度
の
振
り
返
り

次
年
度
に
向
け
て

総合
計画

分野 政策

施策

実行委員会・協議会 補助・助成 委託事業協力・協定
単位

計画

R03R02 R04

事務事業評価シート中学校外国語教育推進事業費

区分

実績

実績

計画

実績

計画

実績

目標

実績

目標

実績

目標

区分単位

1

2

3

1

2

3

成果指標の達成度 目標値より高い 概ね目標値どおり 目標値より低い

01 10 03 02 104280 中学校外国語教育推進事業費

人づくり 学校教育の充実

学力・体力の向上

外国語学習に対する意欲が高まる。

○中学生外国語教育推進 17,424千円
各中学校に外国語指導助手(ＡＬＴ)を派遣

○英語検定料助成 7,060千円
各中学校で実施する英語検定の検定料を全額助成

対象外

03 02

01

R02 R03 R04

校
11.00 11.00

11.0011.00

4.004.00

4.004.00

ALT派遣人数
人

英語の授業が好きだと答えた生徒の割合（中学校）
％

64.00

59.00

64.00

51.00

○

ＡＬＴの派遣やタブレットの活用等により生徒の学習意欲の向上を図っているが、令和3年度から新学習指導要領
が完全実施となったことから、教師、生徒ともに授業の内容に試行錯誤している。

○ 妥当である
見直し余地がある
妥当でない

向上余地がある○
向上余地がない

事業費の削減余地がある
人件費の削減余地がある

○ どちらも削減余地がない

受益機会の見直し余地がある
費用負担の見直し余地がある

○ 適正である

中学校の外国語授業に関する経費負担であり、公共関与は妥当である。

外国語指導助手（ＡＬＴ）による生の外国語を体験することは、生徒の外
国語習得意欲・関心を高めるほか、外国語特有の発音の聞き取り能力、発
音能力を習得するために有効とされている。

外国語指導助手（ＡＬＴ）については、市内全ての中学校において外国語
授業を行う上で必要な人数を派遣しており、事業費の削減余地はない。

市内全ての生徒を対象とした事業であり、公費負担は適正である。

担当教諭と外国語指導助手（ＡＬＴ）の協力・連携によるティームティーチングにより、授業内容の充実
が図られた。併せて英語検定の助成実施により、生徒の学習意欲を高めた。

令和3年度から中学校において、新学習指導要領が完全実施となった。生徒に身に付けさせるべき資質能
力の育成のために、教師が英語を用いて授業を行うことが基本となることから、ＡＬＴの活用は、今後も
不可欠である。



令和3年度
【事後評価】

会計 款

目的

対象

成果指標

活動指標

項

意図

目 事業コード 事業名

事業
概要

市民参画の
有無

市民協働の形態 共催 後援・協賛

キャンセル料を負担した市内中学校の生徒の保護者及び教職員

新型コロナウイルス感染症の影響により、修学旅行を中止又は延期したことにより発生したキャンセル料
に係る中学校生徒の保護者等の経済的負担を軽減するため、キャンセル料に対し支援を行う。

補助金交付対象校数

事務事業評価シート
成果指標の達成度の要因分析（成果指標を設定しない場合は、その理由を記載）

公共関与の妥当性

成果の向上余地

事業費・人件費の削減余地

受益と負担の適正化余地

目
的
妥
当
性

有
効
性

効
率
性

公
平
性

総
合
評
価

今
年
度
の
振
り
返
り

次
年
度
に
向
け
て

総合
計画

分野 政策

施策

実行委員会・協議会 補助・助成 委託事業協力・協定
単位

計画

R03R02 R04

事務事業評価シート修学旅行キャンセル料支援事業費（中学校）

区分

実績

実績

計画

実績

計画

実績

目標

実績

目標

実績

目標

区分単位

1

2

3

1

2

3

成果指標の達成度 目標値より高い 概ね目標値どおり 目標値より低い

01 10 03 02 1042B0 修学旅行キャンセル料支援事業費（中学校）

人づくり 学校教育の充実

学力・体力の向上

修学旅行を中止又は延期したことにより発生したキャンセル料に係る経済的負担の軽減を図る。

○修学旅行キャンセル料支援事業補助金 1,395千円
新型コロナウイルス感染症の影響により、修学旅行の実施時期や行先を変更したことに伴い発生したキ

ャンセル料を支援する。

対象外

03 02

01

○
R02 R03 R04

校
11.00 7.00

7.009.00

681.00880.00

662.00779.00

補助金交付対象者数
人

- - -

補助金交付事業のため、活動指標の補助金交付対象校数及び補助金交付対象者数をもって成果とみなす。

○ 妥当である
見直し余地がある
妥当でない

向上余地がある
○ 向上余地がない

事業費の削減余地がある
人件費の削減余地がある

○ どちらも削減余地がない

受益機会の見直し余地がある
費用負担の見直し余地がある

○ 適正である

市が新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金を活用し、新型コ
ロナウイルス感染症の感染防止のため、修学旅行を中止又は延期したこと
により発生したキャンセル料に係る市内中学校の生徒の保護者等の経済的
負担の軽減を図るものであるため。

修学旅行を中止又は延期したことにより発生したキャンセル料に対する補
助であるため。

修学旅行を中止又は延期したことにより発生したキャンセル料に対する補
助であるため。

市内中学校に事業を周知し、キャンセル料の取りまとめを行った各中学校
からの申請に基づき、事業を実施しているため。

新型コロナウイルス感染症の影響により修学旅行の実施時期や行き先を変更したことにより発生したキャ
ンセル料に対し支援を行い、中学校生徒の保護者等の経済的負担の軽減を図った。

令和4年度においては、事業実施なし。



令和3年度
【事後評価】

会計 款

目的

対象

成果指標

活動指標

項

意図

目 事業コード 事業名

事業
概要

市民参画の
有無

市民協働の形態 共催 後援・協賛

児童生徒、教職員

児童生徒及び教職員の健康保持のため、学校医の確保及び各種健診等を実施する。

生活習慣病予防健診受診者数（小４）

事務事業評価シート
成果指標の達成度の要因分析（成果指標を設定しない場合は、その理由を記載）

公共関与の妥当性

成果の向上余地

事業費・人件費の削減余地

受益と負担の適正化余地

目
的
妥
当
性

有
効
性

効
率
性

公
平
性

総
合
評
価

今
年
度
の
振
り
返
り

次
年
度
に
向
け
て

総合
計画

分野 政策

施策

実行委員会・協議会 補助・助成 委託事業協力・協定
単位

計画

R03R02 R04

事務事業評価シート学校保健事業費

区分

実績

実績

計画

実績

計画

実績

目標

実績

目標

実績

目標

区分単位

1

2

3

1

2

3

成果指標の達成度 目標値より高い 概ね目標値どおり 目標値より低い

01 10 06 01 104710 学校保健事業費

人づくり 学校教育の充実

学力・体力の向上

疾病等を予防することができ、健康を保持できる

○学校保健管理 67,135千円
児童生徒や教職員の健康保持のための学校医等の確保や各種健診の実施

○花巻市学校保健会補助 170千円
学校保健の推進向上を図る事業を実施する花巻市学校保健会への補助

03 02

01

R02 R03 R04

人
590.00 662.00

603.00632.00

805.00600.00

735.00635.00

生活習慣病予防健診受診者数（中１）
人

生活習慣病予防健診「異常なし」者率（中１）
％

生活習慣病予防健診「異常なし」者率（小４）
％

75.00

83.70

75.00

84.41

75.00

78.77

75.00

83.67

○

生活習慣病予防健診は、学年を固定し毎年実施していることから、毎年一定の成果を目標値としている。

○ 妥当である
見直し余地がある
妥当でない

向上余地がある○
向上余地がない

事業費の削減余地がある
人件費の削減余地がある

○ どちらも削減余地がない

受益機会の見直し余地がある
費用負担の見直し余地がある

○ 適正である

・全児童生徒及び教職員の健診は、他に代替するものがない。

・児童生徒及び教職員の健康診断等により、早期治療を促す指導を続ける
ことにより、疾病異常者及び被患率の減少を図ることができるものであり
、医師会、歯科医師会、薬剤師会等の助言を得ながら成果の向上を目指す
。

・健康診断に係る医師報酬は、花巻市医師会との協議により定めているも
のであり、適正である。
・健康診断に係る委託料は、県内統一基準単価であり容易に削減できない
。

・児童生徒及び教職員の健診は、学校保健安全法の定めにより市が実施し
ているものである。

各種健診の実施と結果に基づく受診勧奨のほか、日常の学校保健活動の推進により、児童生徒の身体の
健全育成を図った。
なお、各種健診は、新型コロナウイルス感染症への感染防止が必要であったため、医師会と健診の実施

について協議し、日程の変更や感染症対策を徹底して実施した。
また、学校の教育活動を継続していくため、新型コロナウイルス感染症対策に必要な保健衛生用品等を

配備した。

健診実施や保健指導により、疾病の予防、早期治療が可能となることから、継続した事業の展開が必要
となる。
なお、各種健診の実施については、新型コロナウイルス感染症への感染防止対策が必要であることから

、医師会と協議しながら感染症対策を徹底して実施する。
また、学校の教育活動を継続していくため、新型コロナウイルス感染症対策に必要な保健衛生用品等を

配備する。



令和3年度
【事後評価】

会計 款

目的

対象

成果指標

活動指標

項

意図

目 事業コード 事業名

事業
概要

市民参画の
有無

市民協働の形態 共催 後援・協賛

小中学校各体育連盟

児童生徒のスポーツ活動の振興・発展を図るため、補助金を交付し支援する。

補助金交付件数（小体連）

事務事業評価シート
成果指標の達成度の要因分析（成果指標を設定しない場合は、その理由を記載）

公共関与の妥当性

成果の向上余地

事業費・人件費の削減余地

受益と負担の適正化余地

目
的
妥
当
性

有
効
性

効
率
性

公
平
性

総
合
評
価

今
年
度
の
振
り
返
り

次
年
度
に
向
け
て

総合
計画

分野 政策

施策

実行委員会・協議会 補助・助成 委託事業協力・協定
単位

計画

R03R02 R04

事務事業評価シート小中学校スポーツ振興事業費

区分

実績

実績

計画

実績

計画

実績

目標

実績

目標

実績

目標

区分単位

1

2

3

1

2

3

成果指標の達成度 目標値より高い 概ね目標値どおり 目標値より低い

01 10 06 01 104720 小中学校スポーツ振興事業費

人づくり 学校教育の充実

学力・体力の向上

児童生徒が意欲的にスポーツに取り組めるよう、事業を行うことができる。

○小中学校各体育連盟の活動支援 2,161千円
各体育連盟事業補助金、県中総体開催事業補助金

対象外

03 02

01

R02 R03 R04

件
1.00 1.00

1.000.00

3.002.00

1.001.00

補助金交付件数（中体連）
件

- - -

補助金交付事業のため、活動指標の補助金交付件数をもって成果とみなす。

○ 妥当である
見直し余地がある
妥当でない

向上余地がある○
向上余地がない

○ 事業費の削減余地がある
人件費の削減余地がある
どちらも削減余地がない

受益機会の見直し余地がある
費用負担の見直し余地がある

○ 適正である

市内小中学校が加盟する各体育連盟が行う事業への支援であり、公共関与
は妥当である。

日ごろの練習の成果を発揮し、競い合うことができる大会が開催されるこ
とで、スポーツ活動の一層の振興が図られることから、成果の向上の余地
がある。

大会運営事業費の見直しにより、事業費の削減の余地がある。

補助の対象は、市内全小中学校で構成する組織であり、公費負担は適正で
ある。

各種体育大会の開催や学校体育に関する研究、講習等を行っている団体に補助金を交付し、中学校におけ
る体育の健全な発展を図った。

児童生徒が日ごろの練習の成果を発揮し、競い合うことができる各種大会を円滑に開催するための経費に
対し補助しており、児童生徒の健全な育成に欠かせないものである。


